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平成19年2月期 中 間 決 算 短 信（非 連 結） 

 
   平成18年10月13日 

上場会社名 コーナン商事株式会社 上場取引所 東証・大証 

コード番号 ７５１６ 本社所在都道府県 大阪府 

（URL http://www.hc-kohnan.com/） T E L  （０７２）２７４－１６２１（代表） 

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏 名 疋 田 耕 造 
問合せ先責任者 役職名 常務取締役・執行役員財経部長 氏 名 稲  垣    忠 

中間決算取締役会開催日 平成 18年 10月13日 中間配当支払開始日            平成 18年 11月  9日 

単元株制度採用の有無 有 (１単元100株)   

    

１． 18年8月中間期の業績（平成 18年 3月 1日～平成 18年 8月 31日） 

（1）経営成績   （百万円未満切捨） 
 売      上      高 営     業     利     益 経     常     利     益 

 百万円       % 百万円       % 百万円       % 

18年8月中間期 138,993   (     3.1 ) 3,035   (  △ 6.9 ) 1,881   (  △33.3 ) 

17年8月中間期 134,811   (    12.4 ) 3,259   (    18.9 ) 2,823   (    19.3 ) 

18年2月期 268,167   (    10.0 ) 4,858   (  △ 3.0 ) 4,502   (     6.3 ) 

 

 中  間 （当  期） 純  利  益 
1  株   当   た   り 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

潜在株式調整後 1株当たり 

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 

    百万円 % 円 銭        円 銭 

18年8月中間期 △ 3,001  ( △302.4 )      △ 109  31           ―  ―  

17年8月中間期 1,482  (    15.9 )          61  76           60  85  

18年2月期 2,353   (    16.4 )          91          45  89  17  

(注)① 持分法投資損益 18年8月中間期 ― 百万円17年8月中間期 ― 百万円 18年2月期 ― 百万円

 ② 期中平均株式数 18年8月中間期 27,455,287株17年8月中間期 24,009,050株 18年2月期 25,288,889株

 ③ 会計処理の方法の変更 有     

 ④ 売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

（3）財政状態     (百万円未満切捨) 

 総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 
1 株 当 た り 

純 資 産 

 百万円 百万円 % 円    銭 

18年8月中間期 203,914  44,666  21.9  1,626  73  

17年8月中間期 213,678  42,354  19.8  1,763  64  

18年2月期 204,392  48,416  23.7  1,762  13  

(注)① 期末発行済株式数 18年8月中間期 27,457,931株 17年8月中間期 24,015,148株 18年2月期 27,452,797株 

 ② 期末自己株式数 18年8月中間期 83,309株 17年8月中間期 86,832株 18年2月期 88,443株 

（4）キャッシュ・フローの状況    (百万円未満切捨) 

 
営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

18年8月中間期 3,376  △  3,797  △    105  3,335  

17年8月中間期 8,141  △  9,205  17,911  20,139  

18年2月期 1,124  △ 17,935  16,649  3,861  

２．１9年2月期の業績予想（平成18年3月1日～平成19年2月28日） 
 

   売    上    高   経  常  利  益   当 期 純 利 益 
 

 百万円  百万円  百万円   

通      期 273,900  3,800  200   

(参考) 1株当たり予想当期純利益（通期） 7 円 28 銭   

 上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の7ページを参照してください。 

３．配当状況 
現金配当 １株当たり配当金（円）  

 中間期末 期末 年間  

18年2月期 9.00 9.00 18.00  

19年2月期（実績） 9.00 ― ―  

19年2月期（予想） ― 9.00 18.00  
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１. 企業集団の状況 

  当社が議決権の全てを所有する子会社が1社あり、関係略図は次のとおりです。 

 

     当   社    商品販売                            EDLP品仕入 

    コーナン商事(株) 大阪エイチシー㈱               国内メーカー等 

 

花卉生産 

 

２. 経営方針 

（１）経営の基本方針 

当社は「住まいと暮らしの総合店」をテーマに住宅の補修・改善資材を主とし、日常生活必需品と

その関連商品全般にわたる幅広い商品・サービスを顧客に提供することで、生活の改善と向上に役立

ち社会に貢献すること、及び株主重視の経営を積極的に展開することを経営の基本方針としておりま

す。 

    当社の経営理念は、顧客・社会への貢献に努め、企業の発展と従業員の幸福・繁栄を求めることを 

コンセプトとし、「顧客の立場に立った発想と行動」を第一義としております。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

当社は、積極的に適正な利益配分を行う事は社会への還元とも併せ企業目的の重要な課題であると

充分認識しており、利益水準を勘案した安定配当を継続して行うことを基本方針としております。 

内部留保資金につきましては、企業規模の拡大発展により経営基盤の確立を図るために必要な設備

投資に充当しつつ、経営体質の充実強化を図り、資本効率の向上に努めてまいります。 

 

（３）目標とする経営指標 

当社は、輸入増加に伴う在庫増加を抑制し商品回転率を高め、収益力の維持・向上を図ると共に、

自己資本比率を高める財務体質の改善が重要であると認識しており、営業利益率と投下資本利益率

(ROI)、及び自己資本比率を主要な経営指標として毎期向上させることを目標としております。 

 

（４）中長期的な経営戦略 

業界における競合はより激しさを増してきており、単に新規出店を推し進め商圏を拡大するだけで

は生き残ることが難しい状況になっております。低価格高品質の輸入商品比率を高めることにより粗

利益率を向上させ、流通システムの再構築により流通コストを削減し、既存店の活性化を図る総合的

な収益力向上策の実施により、競争優位を勝ち取ることを目指してまいります。 

不採算店の閉鎖や既存店の改装も推し進め、スクラップ・アンド・ビルドで確保した商圏地盤をよ

り強固なものとする一方で、関東圏は戦略地域として大型店舗を毎年数店出店し、着実に浸透を図っ

てまいります。 

また、他社との差別化を図るため、従来の都市郊外型のホームセンターとは異なる形態の、プロシ

ョップ(事業所・工事施工業者を対象としたホームセンター)とホームストック（ローカル立地の小型

ホームセンター）及び今後成長が期待される分野であるリフォーム事業をそれぞれ事業部として独立

させており、今後拡大してまいります。 
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（５）会社の対処すべき課題 

  ①財務体質の改善 

当社は経営基盤の強化拡大のため積極的な出店政策を推進してきましたが、主に資金調達を金融機

関からの借入金に依存していたため、有利子負債の増加と自己資本比率の低下を招く結果となってお

ります。新規出店にあたっては、リース手法や資産流動化などにより極力投資資金の増大を抑え、借

入金への依存度の軽減に努めてまいります。 

 

  ②在庫増加の抑制 

収益力強化のため輸入仕入を拡大させたことにより、在庫増加・商品回転率の低下を招く結果とな

っております。引き続き輸入商品比率を高める方針ではありますが、在庫管理の精緻化・流通システ

ムの合理化を推し進め、適正在庫の維持に努めてまいります。 

 

③収益力の強化 

出店政策には、不採算店の閉店も計画的に実施する方針を組み込んでいますが、全般的に競合激化

により、大型新店が収益構造に至る期間が従前より延びる傾向があるため、この間出店により売上高

は増加し売上総利益率は増加傾向にあるものの、経費率の増加により営業利益が圧迫される状況が当

面続くと予測されます。この対策として低コストの輸入商品比率を高めることによる粗利益率の向上、

物流システムの合理化による流通費の削減、その他全社的な経費削減を推し進め、早期に収益力を改

善し経営基盤の強化に努めてまいります。 

 

（６）親会社等に関する事項 

当社には親会社等がないため、該当事項はありません。 

 

（７）関連当事者との関係に関する基本方針 
当中間会計期間における関連当事者との取引内容は以下の通りであります。 

①当社社長である疋田耕造と土地の賃借取引があります。 

②当社社長である疋田耕造が議決権の過半数を所有している会社であるコーナンフリート㈱と商品

の仕入・販売、車両用燃料の購入及び建物の賃貸取引があります。 

③子会社である大阪エイチシー株式会社と商品の仕入取引があります。 

関連当事者との取引条件については、①は転貸借であるため転貸先への賃貸料を勘案して賃借料を

決定しており、②及び③については一般市場取引と同様の条件により行うこととしております。 

 

（８）その他、会社の経営上重要な事項 

該当事項はありません。
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３．経営成績及び財政状態 

（１）経営成績 

  ①当中間会計期間の業績の概況 

当中間会計期間における我が国経済は、設備投資が堅調で景気の牽引役を果たし、デフレ脱却も確

実なものとなり、長く続いたゼロ金利政策が解除されるまでに回復しました。一方で原油価格の高騰

やアメリカ経済の減速が懸念材料と見られております。 

ホームセンター業界では市場規模の拡大が緩やかなものとなる中、大手各社の出店意欲は衰えずオ

ーバーストア状態に陥り、取扱商品の拡大により異業種間とも競合が激化し、経営効率の低下傾向を

招いております。 

この様な状況のもと、当社は当中間会計期間にホームセンター７店舗（東京都、神奈川県、愛知県、

大阪府、兵庫県、広島県）及びローカル・カントリー立地の「ホームストック」５店舗を出店した他、

既存店の合理化のため６店舗を閉店したため、当中間会計期間末現在の店舗数は２１０店舗（うち、

ホームストックは５３店舗）となりました。 

これらの結果当中間会計期間の業績は、売上高138,993百万円（前年同期比3.1％増）となり、うち

既存店売上高は128,432百万円（前年同期比1.3％減）となりました。経常利益は、1,881百万円（前年

同期比33.3％減）、当中間純損失は3,001百万円（前年同期は1,482百万円の利益）で、増収減益になり

ました。 

なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

②当中間会計期間の経営成績の分析 

(ｱ) 売上高（138,993百万円） 

売上高は前期出店した２０店舗のフル稼働と、当中間会計期間中に出店・閉店差し引き６店舗の

寄与により、前年同期比3.1％増加しましたが、既存店売上高は1.3%の減少となりました。 

後半は持ち直しの兆しが見え始めたものの、春先の天候不順が大きく響き、また夏場の大雨など

の影響もあり顧客の購買意欲が大きく削がれ、既存店客数は2.7％の減少となり、その結果既存店売

上高が1.3％の減少（前年同期は2.1％の増加）となったものであります。 

(ｲ) 売上総利益（40,631百万円） 

売上総利益の前年同期比伸率は4.6％で、売上高伸率を1.5ポイント上回り、売上総利益率は29.2％

で、前年同期比0.4ポイント改善しました。前事業年度末に子会社大阪エイチシー㈱の輸入部門を承

継し、当社で直接輸入取引を行うことに伴う仕入原価低減によるものであります。 

(ｳ) 営業利益（3,035百万円） 

売上総利益が1,801百万円（前年同期比4.6％）、営業収入が535百万円増加したのに対し、販売費

及び一般管理費の増加は2,561百万円（前年同期比6.6％）の増加となり、その結果として営業利益

は223百万円（前年同期比△6.9％）の減少となりました。 

販売費および一般管理費の増加は、新規出店に伴い地代・家賃が1,495 百万円（前年同期比12.3％）

増加した他、直接輸入取引を行うことにより流通収入相殺後の物流費が1,140百万円増加したことが

主な要因であります。 

(ｴ) 経常利益（1,881百万円） 

経常利益は941百万円（前年同期比△33.3％）減少し、経常利益率は1.4％で、前年同期比0.7ポイ

ント低下しました。営業利益が223百万円減少した他、デリバティブ評価損が548百万円計上された

ことによります。 
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(ｵ) 中間純利益（△3,001百万円） 

中間純利益は4,483百万円（前年同期比△302.4％）減少しております。経常利益が941百万円減少

した他、特別利益に投資有価証券売却益158百万円、デリバティブ解約益160百万円、特別損失に固

定資産除却損413百万円、減損損失3,956百万円等を計上しました。 

 

（２）財政状況 

①当中間会計期間のキャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末比526百万

円減少し、当中間会計期間末には3,335百万円となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は3,376百万円となりました。これは、主に減

価償却費2,398百万円、仕入債務の増加3,507百万円による資金の流入と棚卸資産の増加1,903百万円、

法人税等の支払額1,564百万円による資金の流出が要因であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において投資活動の結果支出した資金は3,797百万円となりました。これは、主に店

舗及び先行投資による有形固定資産の取得5,041百万円、差入保証金の差入れ2,568百万円による資金

の流出とセール・アンド・リースバックに伴う有形固定資産の売却による収入2,999百万円が要因であ

ります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間において財務活動の結果支出した資金は105百万円となりました。これは、主に配当

金の支払246百万円によるものであります。また、金融機関からの借入金を抑えた結果、借入金の純増

が133百万円にとどまっております。 

キャッシュ・フロー指標のトレンド 

自己資本比率：自己資本／総資産 

     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

     債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

     インタレスト・カバレッジ・レシオ：受取利息・配当金加算営業利益／支払利息 

     （注）１．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）によ

り算出しております。 

        ２．営業キャッシュ・フローは、キャッシュ･フロー計算書の営業活動によるキャ

ッシュ･フローを使用しております。有利子負債は貸借対照表に計上されている

負債のうち利息を計上している全ての負債を対象としております。また、支払

利息については、損益計算書の支払利息を使用しております。 

                ３．債務償還年数の中間期における計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換

 
平成16年 

8月中間期 

平成17年 

2月期 

平成17年 

8月中間期 

平成18年 

2月期 

平成18年 

8月中間期 

自己資本比率（％） 23.5 22.5 19.8 23.7 21.9 

時価ベースの自己資本比率（％） 26.1 21.3 17.9 20.6 16.3 

債務償還年数（年） 44.6 ― 7.0 94.9 15.8 

インタレスト・カバレッジ・ 

レシオ（倍） 
3.5 3.1 3.7 2.6 3.1 
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算するため、２倍にしております。 

                ４．平成17年2月期は、営業キャッシュ・フローがマイナスのため債務償還年数は

記載しておりません。 

 

②当中間会計期間の財政状態の分析 

(ｱ) 流動資産（70,293百万円） 

流動資産は前期末比2,968百万円増加しましたが、その主因は売上債権の増加662百万円、棚卸資

産の増加1,903百万円などによります。棚卸資産の増加は、新店１２店舗の在庫2,067百万円、既存

店と流通センター在庫180百万円減少、及び貯蔵品17百万円増加が要因です。 

(ｲ) 固定資産（133,620百万円） 

期中１２店舗の出店と先行投資により6,108百万円増加しましたが、セール・アンド・リースバッ

クによる建物の売却2,999百万円、減損損失3,956百万円及び減価償却2,398百万円による減少等によ

り、固定資産は前期末比3,445百万円の減少となっております。 

(ｳ) 流動負債（69,724百万円） 

流動負債は前期末比1,603百万円減少しておりますが、その主因は短期金融債務の減少3,888百万

円、利益減少に伴う未払法人税等の減少735百万円と仕入債務の増加3,507百万円等であります。 

(ｴ) 固定負債（89,524百万円） 

固定負債は前期末比4,875百万円増加しておりますが、この内訳は設備投資等による長期借入金の

増加4,021百万円の他、テナントからの受入保証金の増加1,000百万円等によるものです。 

(ｵ)  純資産（44,666百万円） 

純資産は中間純損失3,001百万円と投資有価証券の時価下落による評価差額金の減少477百万円等

により前期末比3,749百万円減少しております。自己資本比率は21.9％となり、前期末比1.8ポイン

ト低下しました。 

資本構成は株式発行による払込額28,229百万円、内部留保16,543百万円、単元未満株買取による

自己株式（処分差益を控除）△94百万円等であります。 

 

（３）事業等のリスク 

以下の記載のうち将来に関する部分は、提出日現在において当社が判断したものであります。 

①過剰在庫によるリスク 

当社では仕入コストの引き下げのため低価格の海外商品の仕入比率を高める戦略を採っておりま

すが、一方で商品在庫の増加を招き商品回転率が低下する結果となっております。在庫が過剰とな

らないよう流通体制の整備を推進し適正在庫対策を講じますが、過剰在庫の削減が進まなければ廃

棄処分・評価損の計上が必要となり業績に影響を与えることがあります。 

②借入金金利の変動によるリスク 

当社は設備投資資金を主に金融機関からの借入金により調達しており、借入金への依存度が高い

水準にあります。不動産の流動化・証券化、リース等のスキームを活用し有利子負債の圧縮に努め

ると共に、間接調達では金融機関との間で設定しておりますコミットメントラインの活用等、調達

の多様化と機動性・資金効率を確保し、金融コストの削減に取り組んでおりますが、将来の金利情

勢の変動が業績に影響を与える可能性があります。 

ゼロ金利政策が解除されたことを受けて、今後は緩やかながら金利水準が上昇することが見込ま

れます。そのため金利の変動が業績に与える影響はより大きくなるものと予想されます。 
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③大規模小売店舗立地法等の法規制によるリスク 

平成１０年の大規模小売店舗立地法等のいわゆるまちづくり三法の制定により、大型店舗の出店

は制約を受けることとなりましたが、一方で中心市街地の空洞化や自治体間の調整の不備が指摘さ

れ、近年見直しの気運が高まってきております。また、郊外への拡散を抑制し、街の機能を中心市

街地に集中させるような方策が一部地域で実施される見込みであります。これらの法規制の変更・

実施により、出店計画の変更・延期もしくは撤回といった事態に陥り、当初予定通りの出店ができ

なくなり、業績に影響を与える可能性があります。 

④為替変動によるリスク 

前事業年度末に大阪エイチシー㈱の輸入部門を会社分割方式で継承したことにより、同社が行っ

ていた輸入取引及び、それに対する為替取引を当社が直接行うこととなりました。当社は今後も輸

入商品の取扱高を増やしていく方針であり、為替予約等によりリスクの軽減に努めてまいりますが、

為替相場の動向によっては仕入単価の上昇を招き、また多額の為替差損等が発生し、業績に影響を

与える可能性があります。 

⑤市場競合状況及び店舗開店・閉鎖に伴うリスク 

当社は関西地区を主な経営基盤としておりますが、収益拡大のため重要商圏として関東地区にも

徐々に出店を続けております。一方で、同業他社の出店攻勢に対抗するため、既存店の活性化・収

益力強化のため既存商圏におけるスクラップ・アンド・ビルドを実施し、また不採算店の閉店も平

行して行っております。 

このように市場競合状況が厳しくなり、店舗の収益性が悪化する場合、もしくは店舗閉鎖に伴う

多額の損失が発生し、業績に影響を与える可能性があります。また、新規出店に関しても、市場競

合状況の他、地権者及び家主との契約、又は法規制などで出店時期が遅れる場合や計画変更を余儀

なくされる場合、もしくは出店コストが増加する場合があり、業績への寄与が予定を下回ることが

あります。 

⑥固定資産の減損会計の適用による減損損失のリスク 

当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」が適用となり減損損失を計上いたしましたが、

店舗の収益状況及び不動産の価格動向等によっては、次期以降の事業年度において更に減損損失を

追加計上することが必要となり、業績に影響を与える可能性があります。 

 

（４）通期の見通し 

当中間会計期間で出店済みの店舗を含め、通期でホームセンター１２店舗、ホームストック（小型

ホームセンター）７店舗、計１９店舗を出店すると共に不採算店を７店舗閉店する計画であります。 

通期の業績見通しにつきましては、売上高2,739億円(前期比2.1％増)、経常利益38億円(前期比

15.6％減)、当期純利益2億円(前期比91.5％減)と見込んでおります。 

なお、上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

（注）上記の業績予想につきましては、現時点における入手可能な情報に基づくものであり、不確実な要素を含んで

おります。実際の業績は、今後発生する様々な要因により異なる可能性があります。 
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４．中間財務諸表 

(1)比較貸借対照表 

 (百万円未満切捨) 

前中間会計期間末 
(平成17年8月31日現在) 

当中間会計期間末 
(平成18年8月31日現在) 

対前年中間期末 

比 較 増 減 (△) 
前 事 業 年 度 末 
(平成18年2月28日現在) 

  期   別 

  

科   目 金    額 金    額 金    額 金    額 

( 資 産 の 部 )         

Ⅰ  流  動  資  産         

 1. 現 金 及 び 預 金 ※2 20,139  3,353  △  16,785  3,880  

 2. 売 掛 金  2,039  2,625  586  1,962  

 3. た な 卸 資 産  53,250  56,310  3,060  54,407  

 4. 繰 延 税 金 資 産  945  826  △     118  1,047  

 5. そ の 他  8,938  7,185  △   1,752  6,036  

 6. 貸 倒 引 当 金  △       7  △       7  △       0  △       8  

 流 動 資 産 合 計  85,304  70,293  △  15,010  67,325  

Ⅱ  固 定 資 産          

 1.有形固定資産 ※1         

 (1) 建 物 ※2 53,048  55,284  2,235  58,059  

 (2) 土 地 ※2 17,924  18,050  125  20,660  

 (3) そ の 他  8,766  8,263  △     503  7,700  

 有 形 固 定 資 産 合 計  79,740  81,598  1,857  86,419  

 2.無形固定資産  4,273  4,229  △      44  4,413  

 3.投資その他の資産         

 (1) 投 資 有 価 証 券  1,859  1,946  86  2,501  

 (2) 繰 延 税 金 資 産  174  457  283  ―  

 (3) 差 入 保 証 金 ※4 35,803  38,844  3,041  37,312  

 (4) そ の 他  6,573  6,599  25  6,474  

 (5) 貸 倒 引 当 金  △      51  △      54  △       2  △      55  

 投資その他の資産合計  44,359  47,793  3,434  46,233  

 固 定 資 産 合 計  128,373  133,620  5,247  137,066  

 資 産 合 計  213,678  203,914  △   9,763  204,392  
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(百万円未満切捨) 

前中間会計期間末 
(平成17年8月31日現在) 

当中間会計期間末 
(平成18年8月31日現在) 

対前年中間期末 

比 較 増 減 (△) 
前 事 業 年 度 末 
(平成18年2月28日現在) 

  期   別 

  

科   目 金    額 金    額 金    額 金    額 

( 負 債 の 部 )         

Ⅰ  流  動  負  債         

 1. 買 掛 金  35,263  28,073  △   7,190  24,565  

 2. 短 期 借 入 金  ―  1,000  1,000  9,000  

 3. 
1年以内返済予定 

長 期 借 入 金 
※2 23,184  31,099  7,914  26,987  

 4. 未 払 法 人 税 等  1,810  840  △     969  1,576  

 5. 賞 与 引 当 金  966  1,038  72  944  

 6. 役 員 賞与 引当 金  ―  20  20  ―  

 7. 閉店等損失引当金  ―  285  285  432  

 8. そ の 他 ※2 7,276  7,366  90  7,822  

 流 動 負 債 合 計  68,500  69,724  1,223  71,327  

Ⅱ  固  定  負  債          

 1. 社 債  5,000  ―  △   5,000  ―  

 2. 長 期 借 入 金 ※2 83,143  73,320  △   9,823  69,298  

 3. 繰 延 税 金 負 債  ―  ―  ―  48  

 4. 退 職 給付 引当 金  6  ―  △       6  9  

 5. 受 入 保 証 金 ※2 11,307  12,833  1,525  11,832  

 6. そ の 他 ※2 3,366  3,370  4  3,459  

 固 定 負 債 合 計  102,823  89,524  △  13,299  84,648  

 負 債 合 計  171,324  159,248  △  12,076  155,975  

( 資 本 の 部 )         

Ⅰ  資  本  金 ※6 11,497  ―  ―  13,997  

Ⅱ  資 本 剰 余 金         

 1. 資 本 準 備 金  11,732  ―  ―  14,232  

 2. その他資本剰余金  23  ―  ―  23  

 資 本 剰 余 金 合 計  11,756  ―  ―  14,256  

Ⅲ  利 益 剰 余 金         

 1. 利 益 準 備 金  111  ―  ―  111  

 2. 任 意 積 立 金  17,330  ―  ―  17,330  

 3. 中間(当期)未処分利益  1,735  ―  ―  2,390  

 利 益 剰 余 金 合 計  19,177  ―  ―  19,832  

Ⅳ  その他有価証券評価差額金 46  ―  ―  456  

Ⅴ  自  己  株  式 △     123  ―  ―  △     126  

 資 本 合 計  42,354  ―  ―  48,416  

 負 債 及 び 資 本 合 計  213,678  ―  ―  204,392  
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(百万円未満切捨) 

前中間会計期間末 
(平成17年8月31日現在) 

当中間会計期間末 
(平成18年8月31日現在) 

対前年中間期末 

比 較 増 減 (△) 
前 事 業 年 度 末 
(平成18年2月28日現在) 

  期   別 

  

科   目 金    額 金    額 金    額 金    額 

( 純 資 産 の 部 )         

Ⅰ  株  主  資  本         

 1. 資 本 金  ―  13,997  ―  ―  

 2. 資 本 剰 余 金  ―  14,256  ―  ―  

 3. 利 益 剰 余 金  ―  16,543  ―  ―  

 4. 自 己 株 式  ―  △     119  ―  ―  

 株 主 資 本 合 計  ―  44,678  ―  ―  

Ⅱ  評価・換算差額等         

 1. 
そ の 他有 価証 券 

評 価 差 額 金 
 ―  △      20  ―  ―  

 2. 繰 延 ヘッ ジ損 益  ―  8  ―  ―  

 評価・換算差額等合計  ―  △      11  ―  ―  

 純 資 産 合 計  ―  44,666  ―  ―  

 負 債 、 純 資 産 合 計  ―  203,914  ―  ―  

         

 




